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　　 告　　 示
○指定居宅介護支援事業所の指定　　　　　　　　　　　　　　　（高齢保健福祉課）　 �
○熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領　　　　（会　 計　 課）　 �
○身体障害者福祉法の規定による医師の指定　　　　　　　　　　（障害保健福祉課）　 �
○身体障害者福祉法の規定による医療機関の指定　　　　　　　　（　　　 〃　　　 ）　 �
○熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度要項の一部を改正する要項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（林業振興課）　 �
○熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度に係る合理化計画の認定基
　準の一部改正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　 〃　　 ） ��
○指定居宅サービス事業所の指定　　　　　　　　　　　　　　　（高齢保健福祉課） ��
　　 公　　 告
○大規模小売店舗立地法に基づく変更届出に対する市町村からの意見　（商工政策課） �１
○　　 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　 〃　　 ） ��
○換地処分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農地建設課） ��
　　 登　 載　 依　 頼
○教育委員会の会議の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（教育委員会） ��

　告　　 示

熊本県告示第 505 号
　介護保険法（平成 �年法律第 ���号）第 ��条第 �項の規定により指定居宅介護支援事業
所を次のとおり指定した。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子

熊本県告示第 506 号
　熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領を次のように定める。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
　　　 熊本県収納代理金融機関事務取扱要領の一部を改正する要領
　熊本県収納代理金融機関事務取扱要領（昭和 ��年熊本県告示第 ���号の ��）の一部を
次のように改正する。
　別表第 �肥後銀行松橋支店の項中
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」を
「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」に改める。
　　　 附　 則
　この要領は、平成 ��年 �月 ��日から施行する。

熊本県告示第 507 号
　身体障害者福祉法（昭和 ��年法律第 ���号）第 ��条第 �項に規定する医師を次のとお
り指定した。
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平成 14年 6月 24日（月）

（毎週　月・水・金発行）

指　定　年　月　日事　業　者　名事業所の名称及び事業所の所在地

平成��年�月��日株式会社ゼンシン株式会社ゼンシン熊本北部ケアセンター

鹿本郡植木町岩野����

熊本第一信用金庫松橋支店

熊本県信用組合松橋支店

肥後銀行松橋支店

熊本第一信用金庫松橋支店肥後銀行松橋支店



　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子

熊本県告示第 508 号
　身体障害者福祉法（昭和 ��年法律第 ���号）第 ��条の �第 �項に規定する医療機関を
次のとおり指定した。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子

熊本県告示第 509 号
　熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度要項の一部を改正する要項を次のとおり定め
る。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
　　　 熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度要項の一部を改正する要項
　熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度要項（昭和 ��年熊本県告示第 ���号）の一
部�を次のように改正する。
　第 �条第 �項中「、乾燥材供給促進資金、林業事業体体質強化促進資金、円高等環境変
化対応経営改善特別資金、地域木材産業再編・近代化促進資金、経営革新等促進資金」を
削り、「コスト低減促進資金」の次に「、構造改革促進資金」を加える。
　第 �条第 �項中「、乾燥材供給促進資金、林業事業体体質強化促進資金、円高等環境変
化対応経営改善特別資金、地域木材産業再編・近代化促進資金、経営革新等促進資金」を
削り、「コスト低減促進資金」の次に「、構造改革促進資金」を加える。
　第 �条中第 �号から第 �号までを削り、第 �号を第 �号とし、同号の次に次の �号を加
える。
　（５）　 コスト低減促進資金
　　 ア　 素材生産を行うのに必要な資金については、立木購入代金（前渡金、予約金等を
　　　 含む。）、素材生産を行うための作業道の開設又は改良に必要な費用、作業現場から
　　　 最終土場までの素材生産実施費用としての集運材のための機械・施設の使用料及び
　　　 作業労賃とする。
　　 イ　 素材の引取りを行うのに必要な資金については、素材の購入代金（前渡金、予約
　　　 金等を含む。）及び素材の引取りに必要な輸送費とする。
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医療機関及びその所在地指定年月日医師氏名診療科目

医療法人信岡会菊池中央病院

菊池市隈府���

平成��年�月��日江島　恒郎整形外科

�野整形外科

宇土市高柳町�����

平成�年�月��日�野　和孝整形外科

医療法人玉和会玉名第一クリニック

玉名市築地����

平成��年�月��日成瀬　正浩内科

医療法人中山会中山記念病院

菊池郡西合志町須屋���

昭和��年�月�日中川　　�内科

医療法人社団坂梨会阿蘇温泉病院

阿蘇郡阿蘇町内牧������

平成��年�月��日大村　春孝呼吸器科

指定年月日
担 当 す べ き

医 療 の 種 類
所　　在　　地医　療　機　関　名

平成��年�月��日心臓脈管外科鹿本郡植木町舞尾���植木町国民健康保険植木病院

平成��年�月��日調剤菊池市大琳寺������愛薬局

平成��年�月��日調剤菊池市隈府����寿薬局上町店

平成��年�月��日調剤菊池市隈府�����緒方薬局

平成��年�月��日調剤菊池市隈府���岡山薬局

平成��年�月��日調剤菊池市深川�����深川調剤薬局

平成��年�月��日調剤菊池市隈府�����そうごう薬局菊池店

平成��年�月��日調剤八代市竹原町������ひばり薬局

平成��年�月��日調剤八代市本町������日本調剤八代薬局

平成��年�月��日調剤下益城郡小川町北新田����江南薬局
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　　 ウ　 木材製品の引取りを行うのに必要な資金については、製材等の購入代金（前渡金、
　　　 予約金を含む。）及び製材等の引取りに必要な輸送費とする。
　　 エ　 木材の加工を行うのに必要な資金については、作業労賃、電力費、燃料費、減価
　　　 償却費その他の木材を加工するのに必要な資金（素材又は製材等の購入代金及び販
　　　 売・管理費を除く。）とする。
　　 オ　 長期資金については、資金の回収期間が �年を越えるものとする。
　（６）　 構造改革促進資金
　　　　 森林組合、中小企業等協同組合等の組合若しくはその連合会、数人共同事業体等
　　　 であって、アに掲げる木材産業の構造改革の促進が見込まれるもの又は木材の製造
　　　 に係る事業体（知事が木材産業等高度化推進運営協議会の意見を聴いて認定したも
　　　 のに限る。）であって、イに掲げる木材産業の構造改革の促進が見込まれるもの
　　 ア　 設備廃棄、製材工場の規模拡大等により再編整備又は木材の高次加工等に係る製
　　　 品及び乾燥材の規模
　　 イ　 未利用資源の有効活用又は新しい木材製品の製造
　第 �条中第 ��号を第 �号とし、第 ��号を第 �号とし、第 ��号を第 �号とし、第 ��号
を削る。　
　第 �条を次のように改める。
　（木材産業経営環境変化対応特別資金、コスト低減促進資金及び構造改革促進資金の事
　業実施期間等）
第 �条　 木材産業経営環境変化対応特別資金は平成 ��年 ��月 ��日から平成 ��年 �月 ��
　日まで、経営コスト低減促進資金は平成 ��年度から平成 ��年度までの �箇年間、構造
　改革促進資�金は平成 ��年度から平成 ��年度までの �箇年間の事業とする。
　別表 �を次のように改める。
別表 �　（第 �条関係）

平成 14年 6月 24日　月曜 熊 本 県 公 報 第 1  0  8  5  2号

貸　付　条　件資　　金　　内　　容貸付資金の種類

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　素材生産資金

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合にあっては�億円

　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

　素材引取資金

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合で、�億円（林野

　庁長官の定める場合

　にあっては、�億円）

　立木購入代金（前渡金、予約金等を含む。）、

素材生産を行うための作業道の開設又は改良

に必要な費用、作業現場から最終土場までの

素材生産実施費用としての集運材のための機

械施設の使用料及び作業労賃

（１）素材生

　　産資金

１　素材生産合

　理化資金

　素材購入代金（前渡金、予約金、木材市場

における卸売取引に係る決済資金等を含む。）

及び素材の引取りに必要な輸送費

（２）素材引

　　取資金
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　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合で、�億円（林野

　庁長官の定める場合

　にあっ�ては、�億円）

　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

　製材等購入代金（前渡金、予約金、木材市

場における卸売取引に係る決済資金等を含

む。）及び製材等の引取りに必要な輸送費

２　製品流通合

　理化資金

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　（林野庁長官の定め

　る貸付に係るものは

　����パーセント）

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

　（林野庁長官の定め

　る貸付に係るものは

　����パーセント）

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　�億円

ア　間伐等に係る立木購入代金（前渡金、予

　約金等を含む。）、素材生産を行うための作

　業道の開設又は改良に必要な費用、作業現

　場から最終土場までの素材生産実施費用と

　しての集運材のための機械施設の使用料及

　び作業労賃

イ　間伐材等の素材の購入代金（前渡金、予

　約金、木材市場における卸売取引に係る決

　済資金等を含む。）及び間伐材等の素材の

　引取りに必要な輸送費

ウ　間伐材等に係る加工丸太及び製材の購入

　代金（前渡金、予約金、木材市場における

　卸売取引に係る決済資金等を含む。）並び

　に間伐材等に係る加工丸太及び製材の引取

　りに必要な輸送費

エ　作業労賃、電力費、燃料費、減価償却費

　その他の木材を加工するのに必要な資金

　（素材又は製材等の購入代金及び販売・管

　理費を除く。）

３　間伐等促進

　資金



5平成 14年 6月 24日　月曜 熊 本 県 公 報 第 1  0  8  5  2号

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合にあっては�億円

　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合で、�億円（林野

　庁長官の定める基準

　に該当する場合に

　あっては�億円）を

　超えない範囲内で林

　野庁長官の承認を受

　けて別に定める額�）

ア　素材生産を行うのに必要な資金について

　は、立木購入代金（前渡金、予約金等を含

　む。）、素材生産を行うための作業道の開設

　又は改良に必要な費用、作業現場から最終

　土場までの素材生産実施費用としての集運

　材のための機械・施設の使用料及び作業労

　賃

イ　素材の引取りを行うのに必要な資金につ

　いては、素材の購入代金（前渡金、予約金、

　木材市場における決済資金等を含む。）及

　び素材の引取りに必要な輸送費

ウ　木材製品の引取りを行うのに必要な資金

　については、製材等の購入代金（前渡金、

　予約金、木材市場における決済資金等を含

　む。）及び製材等の引取りに必要な輸送費

エ　長期資金については、資金の回収期間が

　�年を超えるもの

４　木材産業経

　営環境変化対

　応特別資金

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

　貸付限度額

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

ア　素材生産を行うのに必要な資金について

　は、立木購入代金（前渡金、予約金等を含

　む。）、素材生産を行うための作業道の開設

　又は改良に必要な費用、作業現場から最終

　土場までの素材生産実施費用としての集運

　材のための機械・施設の使用料及び作業労

　賃

イ　素材の引取りを行うのに必要な資金につ

　いては、素材の購入代金（前渡金、予約金

　等を含む。）及び素材の引取りに必要な輸

　送費

ウ　木材製品の引取りを行うのに必要な資金

　については、製材等の購入代金（前渡金、

　予約金等を含む。）及び製材等の引取りに

　必要な輸送費

エ　木材の加工を行うのに必要な資金につい

　ては、作業労賃、電力費、燃料費、減価償

　却費その他の木材を加工するのに必要な資

５　コスト低減

　促進
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　合で、�億円（林野

　庁長官の定める基準

　に該当する場合に

　あっては�億円）を

　超えない範囲内で林

　野庁長官の承認を受

　けて別に定める額�）

　金（素材又は製材等の購入代金及び販売・

　管理費を除く。）

オ　長期資金については、資金の回収期間が

　�年を超えるもの

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

　償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

　貸付限度額

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合にあっては�億円

　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

ア　素材生産を行うのに必要な資金について

　は、立木購入代金（前渡金、予約金等を含

　む。）、素材生産を行うための作業道の開設

　又は改良に必要な費用、作業現場から最終

　土場までの素材生産実施費用としての集運

　材のための機械・施設の使用料及び作業労

　賃

イ　素材の引取りを行うのに必要な資金につ

　いては、素材の購入代金（前渡金、予約金

　等を含む。）及び素材の引取りに必要な輸

　送費

ウ　木材製品の引取りを行うのに必要な資金

　については、製材等の購入代金（前渡金、

　予約金等を含む。）及び製材等の引取りに

　必要な輸送費

エ　未利用資源の引取にを行うのに必要な資

　金については、未利用資源の購入代金（前

　渡金、予約金等を含む。）及び未利用資源

　の引取りに必要な輸送費

オ　木材の加工を行うのに必要な資金につい

　ては、作業労賃、電力費、燃料費、減価償

　却費その他の木材を加工するのに必要な資

　金（素材又は製材等の購入代金及び販売・

　管理費を除く。また、未利用資源の有効活

　用に係る事業体については環境保全施設に

　係る作業労賃、電力費、燃料費を含む。）

カ　木材の乾燥を行うのに必要な資金につい

　ては、作業労賃、電力費、燃料費、減価償

　却費その他の木材を乾燥するのに必要な資

　金（素材又は製材等の購入代金及び販売・

　管理費を除く。）

キ　新しい木材製品の製造を行うのに必要な

　資金であって、研究機関への技術開発委託

　費、実用化に必要な作業労賃、電力費、燃

　料費及び市場開拓費

ク　長期の運転資金については、資金の回収

　期間が�年を超えるもの

６　構造改革促

　進資金

利率

　年����パーセント

　（一連の製造工程に

　必要な施設を一括し

　て設置する場合）

　次の施設の改良、造成又は取得に必要な資

金

　クロスカットソー、ギャングリッパー、

フィンガージョインター、ランバーエッジグ

ルアー、グルースプレッダー、コールドプレ

（１）木材高

　　度利用加

　　工資金

７　木材加工流

　通システム整

　備資金
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　年����パーセント

償還期限

　�年以内

　（うち据置期間�年

　�箇月以内）

貸付限度額

　����万円

ス、ホットプレス、スライサー、超仕上げか

んな盤、サンダー、乾燥装置、エンドテノー

ナー、スピンドルシャパー、コーナー加工機、

木工せん穴盤、ルーター、木工せん盤、角の

み盤、自動送材車付バンドソー、テーブル式

バンドソー、ローラー送りバンドソー、搬送

設備、刃物研削盤、集塵装置、フォークリフ

ト、チッパー、バーカー及び原木仕訳機

利率

　年����パーセント

　（新設拡大を伴う移

　転又は統合に係る施

　設の整備）

　年����パーセント

償還期限

　�年以内

　（うち据置期間�年

　�箇月以内）

貸付限度額

　（ア）　施設の改良

　　　　����万円

　（イ）　拡大を伴う移

　　　転又は統合に係

　　　る施設の整備

　　　（ａ）　素材市場

　　　　　　�億����

　　　　　　万円

　　　（ｂ）　製品市場

　　　　　　�億����

　　　　　　万円

　（ウ）　新設に係る施

　　　設の整備所要資

　　　金の��％以内

　売場施設、管理棟、機械保管倉庫、輸送・

搬送施設、情報事務処理施設及び焼却施設の

改良、造成又は取得に必要な資金並びに用地

購入費、造成費及び舗装費

　ただし、用地購入については、知事の特認

を必要とする

（２）木材市

　　場整備近

　　代化資金

利率

　年����パーセント

償還期限

　�年以内

　（うち据置期間�年

　�箇月以内）

貸付限度額

　����万円

　（市場施設に係るも

　のについては、木材

　市場整備近代化資金

　に同じ）

　別に定める地域において、木材の製材、加

工、貯蔵、荷さばき、販売及び展示のための

施設並びにこれに附帯する施設の改良、造成

又は取得に必要な資金

（３）主産地

　　育成整備

　　資金

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

ア　立木購入代金（前渡金、予約金等を含

　む。）

イ　素材又は製材等の購入代金（前渡金、予

　約金、木材市場における決済資金等を含

（１）立木等

　　引取資金

８　経営高度化

　促進資金
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　（資金の回収期間が

　１年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合にあっては�億円

　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

　む。）及び素材又は製材等の引取りに必要

　な輸送費

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　１年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　１年以内

　長期運転資金

　５年以内

　（うち据置期間１年

　以内）

貸付限度額

　����万円

　作業労賃、電力費、燃料、減価償却費その

他の木材を加工するのに必要な資金（素材又

は製材等の購入代金及び販売・管理費を除

く。）

（２）木材加

　　工資金

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　展示施設の借料、出展費、カタログ制作費、

展示施設の維持に必要な人件費等

（３）木材需

　　要拡大資

　　金
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　����万円

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　����万円

　作業労賃、電力費、燃料、減価償却費その

他の新商品の普及促進に必要な資金（素材又

は製材等の購入代金及び販売・管理費を除

く。）

（４）新商品

　　普及促進

　　資金

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間�年

　以内）

貸付限度額

　�億円

　（林野庁長官の定め

　る基準に該当する場

　合にあっては�億円

　を超えない範囲内で

　林野庁長官の承認を

　受けて別に定める額）

ア　立木又は素材の購入代金

　　（前渡金、予約金、木材市場における決

　済資金等を含む。）、立木又は素材の引取り

　に必要な輸送費及び木材の加工を行うのに

　必要な作業労賃、電力費、燃料、減価償却

　費その他の木材を加工するのに必要な資金

　（販売・管理費を除く。）

イ　立木又は素材の購入代金

　　（前渡金、予約金、木材市場における決

　済資金等を含む。）及び立木又は素材の引

　取りに必要な輸送費

（５）原木確

　　保協定促

　　進資金

利率

　短期運転資金

　年����パーセント

　長期運転資金

　（資金の回収期間が

　�年を超えるもの）

　年����パーセント

償還期限

　短期運転資金

　�年以内

　素材生産に係る請負契約に基づく前渡金及

び中間払い金

９　林業経営安

　定化促進資金



　　　 附　 則
１　 この要項は、告示の日から施行する。
２　 改正後の熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度要項の規定は、平成 ��年 �月 �日
　以降に指定金融機関が貸し付ける木材産業等高度化推進資金について適用し、同日前に
　貸し付けた同資金については、なお従前の例による。
３　 この要項の施行日の前に認定を受けた乾燥材供給促進資金及び経営革新等促進資金の
　借受けに係る合理化計画は、構造改革促進資金の借受けに係る合理化計画として認定さ
　れたものとする。

熊本県告示第 510 号
　平成 �年 ��月 ��日熊本県告示第 ����号（熊本県木材産業等高度化推進資金融資制度に
係る合理化計画の認定基準）の一部を次のように改正し、平成 ��年 �月 �日から適用する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子　　　
　２の（１）オからキまでを次のように改める。
　　 オ　 木材産業経営環境変化対応特別資金に係る基準
　　　　 経営環境の変化に対応して行う素材の生産若しくは引取又は木材製品の引取りに
　　　 係る当該事業体における事業に直接従事する従業員 �人当たりの取扱規模が増大す
　　　 ると見込まれること。
　　 カ　 コスト低減促進資金に係る基準
　　　　 素材の生産又は素材若しくは木材製品の引取若しくは加工に係る当該事業体にお
　　　 ける事業に直接従事する従業員 �人当たりの生産量が合理化計画期間内におおむね
　　　 �割以上増大することが確実と見込まれること。
　　 キ　 構造改革促進資金に係る基準
　　　（ア）　 木材の高次加工等に係る製品又は乾燥材の生産の規模が確実に増大すると
　　　　　 見込まれること。
　　　（イ）　 木材産業の構造改革の促進に対応して行う素材の生産若しくは引取り又は
　　　　　 木材製品若しくは未利用資源の引取り若しくは加工に係る当該事業体における
　　　　　 事業に直接従事する従業員 �人当たりの取扱規模（木材製品の規格化を推進す
　　　　　 るため構造改革促進資金を借り受けようとする ���認定業者等に係る取扱規模
　　　　　 にあっては、木材 ���製品の生産の規模を含む。）が増大すると見込まれること。
　　　（ウ）　 新しい木材製品の製造を行う者については、合理化計画期間の �年度目から
　　　　　 実用化された木材製品の事業化が確実と見込まれること。
　　　（エ）　 当該資金を借り受けて行うことが計画された事業が知事が作成する構造改
　　　　　 革プログラムに掲げる目標の達成に資するものであること。
　２の（１）中コをクとする。
　２の（２）中「第 ��号及び第 ��号まで」を「第 �号及び第 �号」に改め、アの（ウ）
を削り、（エ）を（ウ）とし、２の（２）のイの（ア）のｃを次のように改める。
　　　　 ｃ　 要項第 �条第 �号イの（１）の流域の林業の振興を図ることを目的として立
　　　　　 木の取得又は譲渡を行う団体（以下「流域林業サービスセンター」という。）
　　　　　 が構造改善計画の申請者であるものにあっては、次のとおりとする。
　　　　　（ａ）　 当該団体と共同して当該構造改善計画を申請する者が素材生産業を営
　　　　　　　 む者を含むものであること。
　　　　　（ｂ）　 流域林業サービスセンターから立木の供給を受ける素材生産業を営む
　　　　　　　 者が、要項第 �条第 �号の経営高度化促進資金及び同条第 �号の林業経営
　　　　　　　 安定か促進資金を借り受けようとする者以外の者であり、ａの基準を満た
　　　　　　　 していること。

熊本県告示第 511 号
　介護保険法（平成 �年法律第 ���号）第 ��条第 �項の規定により指定居宅サービス事業
所を次のとおり指定した。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子　　　
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　長期運転資金

　�年以内

　（うち据置期間１年

　以内）

貸付限度額

　����万円
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【福祉用具貸与】

　公　　 告

熊本県公告第 522 号
　大規模小売店舗立地法（平成 ��年法律第 ��号）第 �条第１項の規定により鏡町から意
見書の提出あったので、同法第 �項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該意
見書を縦覧に供する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子　　　
１　 大規模小売店舗の名称及び所在地
　　 ニコニコ堂鏡店
　　 熊本県八代郡鏡町大字上鏡西浜無田 ����
２　 市町村意見の概要
　　　 意見なし
３　 意見書の縦覧場所及び縦覧期間
　　 熊本県商工観光労働部商工政策課及び八代地域振興局振興調整室
　　 平成 ��年 �月 ��日から平成 ��年 �月 ��日まで

熊本県公告第 523 号
　大規模小売店舗立地法（平成 ��年法律第 ��号）第 �条第１項の規定により牛深市から
意見書の提出あったので、同法第 �項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該
意見書を縦覧に供する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子　　　
１　 大規模小売店舗の名称及び所在地
　　 ニコニコ堂牛深店
　　 熊本県牛深市牛深町大池田 ������
２　 市町村意見の概要
　　　 特になし。
３　 意見書の縦覧場所及び縦覧期間
　　 熊本県商工観光労働部商工政策課及び天草地域振興局振興調整室
　　 平成 ��年 �月 ��日から平成 ��年 �月 ��日まで

熊本県公告第 524 号
　県営山東地区（第 ���工区）土地改良事業（区画整理）施行に係る換地処分を行った。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子　　　

　登載依頼

熊本県教育委員会公告第 33 号
　熊本県教育委員会の会議を次のとおり開催する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県教育委員会委員長　 今　 村　 潤　 子　　　
１　 開催日時
　　 平成 ��年 �月 �日（火）午後 �時 ��分から
２　 開催場所
　　 熊本県熊本市水前寺六丁目 ��番 �号
　　 熊本県庁行政棟新館 �階　 教育委員会室
３　 議題（予定）
　１　 教育職員免許状に関する規則の一部改正について
　２　 熊本県社会教育委員の委嘱について
　３　 熊本県立図書館協議会委員の委嘱について
　４　 熊本県スポーツ振興審議会委員の委嘱について
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指　定　年　月　日事　業　者　名事業所の名称及び事業所の所在地

平成��年�月�日ケアパーク株式会社ケアパーク水俣

水俣市浜町一丁目���



　５　 その他
４　 傍聴者の定員
　　 ��人
５　 傍聴手続
　１　 傍聴受付は、会議当日午後 �時から会議の会場前で行い、傍聴人受付簿に住所及び
　　 氏名を記入した傍聴希望者に傍聴整理券を配付する。
　２　 午後 �時 ��分に、傍聴整理券と引き換えに傍聴券を交付する。ただし、傍聴希望者
　　 が定員を超えるときは、午後 �時 ��分に受付を終了し、抽選により傍聴人を決定する。
　　 傍聴希望者が定員に満たないときは、定員に達するまで、先着順に受付を行い傍聴券
　　 を交付する。
　３　 傍聴人は、係員に傍聴券を提示し、その指示に従って、会議の会場に入ることがで
　　 きる。
６　 非公開の案件
　　 議決により非公開とされた案件は、傍聴できない。
７　 問い合わせ先
　　 熊本県熊本市水前寺六丁目 ��番 �号
　　 熊本県教育委員会事務局総務企画課総務係
　　（電話 ������������　 内線 ����）
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